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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 平成28年12月 平成29年12月

売上高 (千円) 56,230,518 55,501,583 58,004,717 46,307,846 41,079,837

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 1,004,067 △ 242,135 633,055 △ 4,436,824 △ 5,144,891

当期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) 856,242 473,304 359,256 △ 4,567,104 △ 7,259,930

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,080,000 1,080,000 1,080,000 1,080,000 1,080,000

発行済株式総数 (株) 19,400,000 19,400,000 19,400,000 19,400,000 19,400,000

純資産額 (千円) 36,250,299 34,665,010 34,464,453 26,024,235 17,648,116

総資産額 (千円) 47,657,309 46,710,580 45,712,172 37,685,764 29,169,722

１株当たり純資産額 (円) 1,955.71 1,870.19 1,859.37 1,484.08 937.46

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
40.00 40.00 80.00 80.00 40.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 46.19 25.53 19.38 △ 257.10 △ 410.62

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.1 74.2 75.4 69.1 60.5

自己資本利益率 (％) 2.5 1.3 1.0 △ 15.1 △ 33.2

株価収益率 (倍) 22.2 39.4 79.2 ― ―

配当性向 (％) 86.6 156.7 412.8 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 528,062 763,388 269,153 △ 5,770,643 △ 4,785,068

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 324,397 4,066,769 △ 75,125 △ 812,445 3,094,957

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 741,918 △ 742,011 △ 741,760 △ 534,938 △ 356,901

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 7,431,413 11,519,560 10,971,827 3,853,798 1,806,785

従業員数 (名) 1,749 1,749 1,744 1,662 1,489

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

　 しておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 第46期、第47期の株価収益率、配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６ 従業員数は就業人員数であります。執行役員は含まれておりません。
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２ 【沿革】

当社は、昭和44年３月、家具等の仕入・販売を目的に株式会社大塚家具センターとして設立されたものでありま

す。昭和47年８月、事業規模の拡大を目指して家具等の販売会社を分離し、株式会社桔梗を設立いたしました。

昭和53年12月、株式の額面を500円から50円に変更するため、不二越銃砲火薬店(昭和53年７月商号を株式会社大塚

家具に変更)を合併会社、株式会社大塚家具センター及び株式会社桔梗、合資会社大塚箪笥店(昭和28年５月設立、不

動産の賃貸会社)を被合併会社として合併を行いました。

なお、合併会社の設立は昭和３年11月でありますが、合併時まで営業を休止しており、合併後、被合併会社の営業

活動を全面的に継承いたしました。

以後の経緯は次のとおりであります。

年月 概要

昭和54年７月 東京都千代田区九段北に本社を移転

昭和55年６月 日本証券業協会東京地区協会に店頭登録し株式を公開

(現東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)上場銘柄)

昭和59年６月 東京都千代田区有楽町に本社を移転

平成元年９月 神奈川県横浜市鶴見区に横浜流通センターを設置

平成５年４月 本社と同所に日比谷ショールーム(平成８年３月閉店)を開設

平成５年６月 横浜流通センター(平成６年５月横浜サービスセンターに改称)と同所に横浜ショールーム(平成12年

８月閉店)を開設

平成６年７月 兵庫県神戸市中央区に神戸ショールームを開設

平成７年６月 大阪府大阪市西区に大阪ショールーム(平成９年９月なんばショールームに改称、平成17年２月閉店)

を開設

平成８年３月 東京都江東区有明に本社を移転

平成８年４月 本社と同所に有明本社ショールームを開設

平成９年４月 埼玉県春日部市に春日部ショールームを開設

平成９年９月 大阪府大阪市住之江区に大阪南港ショールームを開設

平成10年１月 東京都江東区に青海サービスセンターを設置(平成30年１月横浜サービスセンターへ統合)

平成10年４月 愛知県名古屋市南区に名古屋ショールーム(平成19年２月閉店)を開設

平成10年12月 株式会社三越と業務提携契約を締結

平成11年３月 千葉県千葉市美浜区に幕張ショールーム(平成22年９月閉店)を開設

平成11年６月 福岡県北九州市小倉北区に小倉ショールーム(平成21年５月閉店)を開設、同所に小倉サービスセンタ

ー(平成21年５月閉鎖)を設置

平成11年９月 東京都新宿区に新宿ショールームを開設

平成11年10月 大阪府大阪市港区に大阪港サービスセンターを設置

平成14年９月 福岡県福岡市博多区に福岡ショールームを開設

平成16年４月 神奈川県横浜市西区に横浜みなとみらいショールームを開設

平成16年10月 福島県郡山市のうすい百貨店内に郡山ショールーム(平成21年９月閉店)を開設

平成17年12月 埼玉県所沢市に所沢特別催事店(平成18年５月所沢アウトレットに改称、平成20年９月所沢ショール

ームに業態変更、平成29年７月閉店)を開設

平成18年５月 神奈川県横浜市鶴見区に横浜アウトレットを開設(平成28年10月アウトレット＆リユース横浜に業態

変更・改称、平成29年９月閉店)

平成18年９月 秋田県湯沢市に秋田木工株式会社を設立(家具その他一般木材製品の製造及び販売)

平成19年２月 愛知県名古屋市東区に名古屋栄ショールームを開設

平成19年４月 大阪府大阪市中央区にＭｏｄｅｒｎ Ｓｔｙｌｅ Ｓｈｏｐ 淀屋橋を開設

平成19年10月 愛知県名古屋市南区に名古屋星崎ショールームを開設

平成21年５月 福岡県直方市に九州サービスセンターを設置(平成23年２月福岡県糟屋郡に移転)

平成21年10月 宮城県仙台市青葉区に仙台ショールームを開設、同泉区に仙台サービスセンターを設置

平成22年10月 東京都中央区に銀座ショールームを開設(平成23年６月銀座本店に改称)

平成23年２月 東京都立川市の立川髙島屋内に立川ショールームを開設

平成26年９月 愛知県名古屋市中村区にＬＩＦＥ ＳＴＹＬＥ ＳＨＯＰ 名古屋駅前を開設(平成30年２月閉店)

平成27年10月 東京都江東区にリンテリア株式会社を設立(家具の補修・修理・卸売り等)
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年月 概要

平成28年１月 北海道札幌市中央区にＩＤＣ ＯＴＳＵＫＡ サッポロファクトリー(有明本社ショールーム分室)を開設

平成28年９月 千葉県船橋市のビビット南船橋内に南船橋店を開設

平成28年10月 大阪府大阪市住之江区にアウトレット＆リユース大阪南港(平成29年９月アウトレット＆リワース大阪

南港に改称)を開設

平成29年２月 東京都江東区有明にアウトレット＆リユース プレミアム有明(平成29年９月アウトレット＆リワース

プレミアム有明に改称)を開設

平成29年２月 大阪府大阪市浪速区にＩＤＣ ＯＴＳＵＫＡ なんばパークスを開設

平成29年３月 千葉県柏市にＬＩＦＥ ＳＴＹＬＥ ＳＨＯＰ 柏の葉 Ｔ－ＳＩＴＥを開設

平成29年４月 東京都新宿区にアウトレット＆リユース新宿(平成29年９月アウトレット＆リワース新宿に改称)を開設

平成29年10月 埼玉県入間市の丸広百貨店入間店内にまるひろ入間店を開設

平成29年11月 株式会社ティーケーピーと業務・資本提携

平成30年３月 東京都港区に公式認定フラッグシップショップ 「Ｐｏｌｔｒｏｎａ Ｆｒａｕ Ｔｏｋｙｏ Ａｏｙａｍａ」 を開設

３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の非連結子会社)は、株式会社大塚家具(当社)と、秋田木工株式会社(非連結子会社)、

リンテリア株式会社(非連結子会社)他、計４社からなり、家具・インテリアの小売を主力事業としております。

当社は、国内外の家具・インテリアの販売を全国のショールームにて展開するとともに、ホテル・高級ケア付きマ

ンションやハウジング関連企業等の法人需要案件を、コントラクト部門にて手がけております。

また、秋田木工株式会社におきましては、独自の曲げ木家具の伝統・技術を継承するとともに、当社が対面販売に

より得られる顧客ニーズを提供することにより商品開発を行っており、リンテリア株式会社では下取りや買取りをす

る家具の査定・補修・修理・管理・卸売り等を行っております。

当社はセグメント情報を省略しており、事業の系統図は次のとおりであります。

　

　

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成29年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,489 38.2 13.7 4,288

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。執行役員は含まれておりません。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2) 労働組合の状況

イ 名称 大塚家具IDCユニオン

ロ 上部団体名 UAゼンセン 専門店ユニオン連合会

ハ 結成年月日 平成元年９月７日

ニ 組合員数 1,347名

ホ 労使関係 労使関係は円満に推移し、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度は、景気においては緩やかな回復基調が続くなか、個人消費においては、途中足踏みがみられたもの

の後半から持ち直しの動きが続きました。

このような環境のもと、当社は経営ビジョンに沿い、地域特性に応じた店舗主導の販売促進策の推進、外商をは

じめとする顧客との長期的な関係構築、新規出店や提携店出店、住宅事業者等との販売提携再構築、リワース(旧リ

ユース)事業、法人需要取り込み強化に向けた諸施策に取り組みました。

また、11月には、法人向け事業の拡大や店舗面積最適化を含む次世代店舗網構築に向け株式会社ティーケーピー

との間で業務・資本提携及び同社に対する第三者割当による自己株式の処分を行いました。

店舗におきましては、地域特性に応じた店舗主導の販売促進策を実行するとともに、外商部を中心とする個人外

商など、顧客深耕やリレーション強化のための取り組みに注力しました。また、インターネット上でのプレゼンス

を高め、リアル店舗への集客やウェブ上での購入を促すため、商品のみならずプロフェッショナルサービスも前面

に打ち出したウェブサイトの整備を含めた公式ホームページの充実に努めました。またＥＣサイトにおきましては、

商品掲載点数を拡充するなどユーザビリティ向上に注力し、９月・10月には新たな顧客層の開拓も念頭に外部ＥＣ

サイトへ出店しました。

店舗網につきましては、店舗の過剰面積縮小等の店舗規模の適正化とともに、経営ビジョンに基づく次世代店舗

網構築を推進し、２月に「アウトレット＆リユース プレミアム 有明」(現：アウトレット＆リワース プレミアム

有明)、大阪・なんばにポップアップショップ「ＩＤＣ ＯＴＳＵＫＡ なんばパークス」、３月に当社初のソファ専

門店「ＬＩＦＥ ＳＴＹＬＥ ＳＨＯＰ 柏の葉 Ｔ－ＳＩＴＥ」、４月に「アウトレット＆リユース新宿」(現：アウ

トレット＆リワース新宿)、10月に「まるひろ入間店」をオープンしました。一方で、７月に「所沢ショールー

ム」、９月に「アウトレット＆リユース横浜」を閉店しました。また、費用負担が少なくスピーディーな出店が可

能な業務提携店形式により、３月に愛媛県松山市、７月に東京都渋谷区、９月に宮崎県宮崎市に出店しました。住

宅事業者との販売提携につきましては、新築・まとめ買い需要の取り込み強化に向け、販売提携再構築に引き続き

注力し、着実に進捗しました。

昨年９月に本格始動したリユース事業につきましては、職人の手によりクリーニング・修理・加工を施すことで

「再び(Ｒｅ)価値(ｗｏｒｔｈ)あるものに」という意味を込めた「ＲＥ－ＷＯＲＴＨ(リワース)」を新名称として

決定し、買い替え促進のための受け皿としての買取り・下取りの実施やリワース品を専門に取り扱う新業態店舗の

出店などを通して、認知拡大に取り組みました。

法人需要取り込みにつきましては、各店舗においてもコントラクト案件を手掛ける体制を構築するなど、全社的

な法人営業体制を強化しました。

外商部における営業活動や販売提携再構築は着実に進展し、コントラクト案件の受注状況は好調に推移しまし

た。一方で、店舗主導の販売促進策の実効性は店舗によって差がみられ、全社的なポジショニングイメージの改善

や中小商圏・多店舗展開の次世代店舗網構築が途上であることから、新築まとめ買い需要依存度の高い大型店を中

心に既存店の入店件数・成約件数が不十分であり、売上は低調となりました。

以上の結果、売上高は410億79百万円(前期比11.3％減)となりました。主な内訳は、店舗が390億８百万円(前期比

12.0％減)、コントラクトが20億９百万円(前期比4.4％増)であります。売上総利益は、209億42百万円(前期比15.3

％減)、販売費及び一般管理費は260億78百万円(前期比11.0％減)、営業損失は51億36百万円(前期は45億97百万円の

損失)、経常損失は51億44百万円(前期は44億36百万円の損失)となりました。当期純損失は、投資有価証券売却益等

の特別利益11億90百万円、減損損失及び店舗規模適正化の前倒し実施に伴う事業構造改善引当金等の特別損失32億

75百万円の計上等により、72億59百万円(前期は45億67百万円の損失)となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末と比較して20億47百万円減少し、

当事業年度末は18億６百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により支出した資金は47億85百万円(前事業年度は57億70百万円の支出)となりました。これは主に、

売上債権の減少額１億34百万円、たな卸資産の減少額14億23百万円、仕入債務の減少額８億22百万円、前受金の

減少額１億86百万円、未払費用の減少額３億39百万円、未払消費税等の増加額１億12百万円によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により得られた資金は30億94百万円(前事業年度は８億12百万円の支出)となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出３億68百万円、有形固定資産の売却による収入２億26百万円、無形固定資産の取

得による支出１億45百万円、投資有価証券の売却による収入28億48百万円、差入保証金の回収による収入５億40

百万円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により支出した資金は３億56百万円(前事業年度は５億34百万円の支出)となりました。これは、配当

金の支払い14億８百万円、自己株式の処分による収入10億51百万円によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略し

ておりますので、生産、受注及び販売の状況につきましては商品分類別に記載しております。

　

(1) 販売実績

　

区分

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

家具

収納家具 577,196 1.4 73.9

和家具 139,670 0.3 102.4

応接 9,852,262 24.0 89.3

リビングボード 2,192,631 5.3 89.4

学習・事務 2,079,010 5.1 86.4

ダイニング 7,791,982 19.0 87.1

ジュータン・カーテン 3,594,823 8.8 93.2

寝具 10,030,457 24.3 86.7

電気・住器 1,584,294 3.9 95.6

単品 885,796 2.2 83.8

リトグラフ・絵画 40,553 0.1 114.5

その他 2,263,406 5.5 98.3

売上高 41,032,086 99.9 88.7

不動産賃貸収入 47,751 0.1 71.4

合計 41,079,837 100.0 88.7

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

　

区分

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

仕入高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

収納家具 227,359 1.2 65.1

和家具 52,736 0.3 75.0

応接 3,993,509 21.3 87.0

リビングボード 1,046,527 5.6 85.4

学習・事務 1,202,292 6.4 81.7

ダイニング 3,611,551 19.3 83.0

ジュータン・カーテン 2,077,146 11.1 90.2

寝具 3,311,890 17.7 82.6

電気・住器 1,060,617 5.6 86.5

単品 421,404 2.2 77.4

リトグラフ・絵画 13,553 0.1 78.6

その他 1,716,790 9.2 98.6

合計 18,735,379 100.0 85.5

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

顧客ニーズや為替変動などに適応した付加価値の高い「商品開発」、質の高いコンサルティング等を支える「人

材育成」、価格競争力を維持するための「効率化」を不断に取り組むべき第一義的な課題と考え、経営戦略の推進

及びそのために必要となる経営体制の整備を図ってまいります。特に以下の項目を対処すべき課題として取り組ん

でまいります。

①ビジネスモデルの構築・定着

店舗規模・運営の仕方を見直し、消費者により快適に当社を利用していただけるような店舗作りを推進するとと

もに、そのような変化を遂げた当社の認知拡大に注力してまいります。また、店舗における新たな営業体制の定着

を加速させると同時に、外商活動により店舗の枠組みを越えて顧客とのコミュニケーションを取ることで様々なニ

ーズにきめ細やかに対応してまいります。インターネット施策においてもさらなる充実を図ることで新規顧客層の

開拓とリアル店舗への集客を強化すると共に、ＥＣを店舗と並ぶ第二の柱にするよう取り組みます。引き続き、衣

食住の中で「住」を充実させようという消費者のニーズに応え得るビジネスモデルを構築してまいります。

②人材育成

新たなビジネスモデルを機軸とし、多様化する消費者のニーズに最適なソリューションを提案できる人材を引き

続き育成するとともに、次世代の経営を担う人材の育成に取り組んでまいります。

③コーポレートガバナンス

変革期にある当社では、外部からの助言や監督が必要であり、様々なバックグラウンドの独立社外取締役を選任

し、取締役会の機能の充実に重点を置くとともに、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行し経営の意

思決定の迅速化を図るなど、コーポレートガバナンス・コードを踏まえたコーポレートガバナンス強化に取り組ん

でまいります。

④固定費率の適正化

当社では、固定費が売上高との比較で高い水準にあります。店舗面積の最適化を含む次世代店舗網構築に向けた

スクラップアンドビルド、全社ベースでの人員再配置や直間比率の改善による効率化を推進し、固定費圧縮に取り

組んでまいります。

４ 【事業等のリスク】

当社の事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよう

なものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、現時点において当社が判断したものです。また、下記に記載する事項は、当

社の事業等に関する全てのリスクを網羅的に記述するものではありませんのでご留意願います。

　

(1) 事業環境の変化に関するリスク

約３兆円の国内家具マーケットにおける当社の市場占有率は未だ低く、成長余力は十分に見込める状況です。景

気や消費動向に応じた適時適切な施策により、市場占有率の向上に努めてまいりますが、景気後退等、当社の事業

を取り巻く様々な環境が想定を超えて変化した場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 為替変動に関するリスク

当社は、たな卸資産の評価を移動平均法で行っており、為替相場の変動に遅行して輸入商品の原価が変動します

が、円安による仕入れ価格上昇分の販売価格転嫁困難等が生じた場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可

能性があります。

　

(3) 諸外国における政治・経済情勢等の変動に関するリスク

当社は、国内外の商品を幅広く取り扱っておりますが、商品もしくはその原材料の原産諸国における政治・経済

等の変動に起因する商品調達困難、仕入原価高騰等が生じた場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。
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(4) 個人情報等の漏洩に関するリスク

当社は、保有する顧客の個人情報の取扱いにつきまして、社内管理体制を整備し十分な注意を払っておりますが、

不測の事態等での外部漏洩に起因する信用失墜や損害賠償金の支払等が発生した場合、当社の業績及び財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 災害等に関するリスク

当社は、国内の複数の事業所および在庫機能を有する物流拠点において事業を展開しております。災害により、

事業所等が直接的に被害を受けた場合、もしくは間接的にこれらの事業所等における事業遂行に支障が生じた場合、

当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 投資有価証券の時価変動に関するリスク

当社は、平成29年12月末現在で27億53百万円の有価証券を保有しております。当該有価証券の時価が著しく下落

した場合、評価損が発生し、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(7) 資金調達のリスク

当社は、安定的な資金調達を図るため、複数の金融機関との間でコミットメントライン契約を締結しておりま

す。契約には一定の財務制限条項が付されている場合もあり、当社がこれらに抵触した場合、契約条件の見直しが

行われ、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(8) 重要事象等のリスク

当社は、当事業年度においては、営業損失51億36百万円、経常損失51億44百万円、当期純損失72億59百万円を計

上し、営業キャッシュ・フローも47億85百万円のマイナスとなりました。しかしながら当社は、当事業年度末にお

いて現金及び預金18億６百万円を保有し、また運転資金及び店舗出店等に関する設備資金の機動的かつ安定的な調

達を可能とするため複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結しており継続企業の前提に関する重要な不

確実性は認められないと判断しております。当該状況を解消又は改善するため当社は、「３．経営方針、経営環境

及び対処すべき課題等」に記載の諸施策の実施により業績黒字化を達成し、当該重要事象等が早期に解消されるよ

う取り組んでまいります。

　

(9) 法的規制に関するリスク

当社は、店舗、商品、販売、環境、労務などに関わる法令等に十分留意した事業活動を行っておりますが、当社

の取り組みを超えた問題が発生した場合や、将来において法的規制の新たな導入や変更により当社の業務執行に支

障が生じた場合、業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(10) 制度変更に関するリスク

当社が予期しない会計基準や税制等の新たな導入や変更が行われた場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(11) 経営人材に関するリスク

当社の経営陣は、各自、重要な役割を果たしておりますが、これらの役員が職務執行できなくなった場合、当社

の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

６ 【研究開発活動】

特記事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されておりま

す。

財務諸表の作成にあたっては、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、これらについては、

過去の実績や現在の状況等を勘案し、合理的と考えられる見積り及び判断を行っております。ただし、これらには

見積り特有の不確実性が伴うため、実際の結果と異なる場合があります。

なお、当社が財務諸表を作成するにあたり採用した重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等

(1) 財務諸表 注記事項 重要な会計方針」に記載のとおりであります。

(2) 財政状態の分析

(流動資産)

流動資産は、前事業年度末に比べ39億30百万円減少いたしました。

減少した主な項目は、現金及び預金20億47百万円、売掛金１億54百万円、商品14億30百万円です。

(固定資産)

固定資産は、前事業年度末に比ベ45億85百万円減少いたしました。

減少した主な項目は、建物３億48百万円、工具器具及び備品４億44百万円、投資有価証券27億60百万円です。

(流動負債)

流動負債は、前事業年度末に比べ12億79百万円減少いたしました。

増加した主な項目は、ポイント引当金１億99百万円です。

減少した主な項目は、支払手形４億96百万円、買掛金３億25百万円、未払金１億88百万円、未払費用３億39百万

円、前受金１億86百万円です。

(固定負債)

固定負債は、前事業年度末に比べ11億39百万円増加いたしました。

増加した主な項目は、事業構造改善引当金14億20百万円です。

減少した主な項目は、繰延税金負債３億12百万円です。

(純資産の部)

純資産の部は、前事業年度末に比べ83億76百万円減少いたしました。

主な要因は当期純損失による利益剰余金の減少72億59百万円、配当による利益剰余金の減少14億11百万円、自己

株式の処分による増加10億51百万円、その他有価証券評価差額金の減少７億56百万円です。

(3) 経営成績の分析

(売上高)

売上高は410億79百万円(前年同期比11.3％減)となりました。

店舗売上高は390億８百万円で、前事業年度443億６百万円に対し、52億97百万円の減少となり前年同期比12.0％

減となりました。

コントラクト売上高は20億９百万円で、前事業年度19億24百万円に対し、84百万円の増加となり前年同期比4.4％

増となりました。

(売上総利益)

売上総利益は209億42百万円(前年同期比15.3％減)となりました。

売上総利益率については、前事業年度53.4％に対し、当事業年度は51.0％となり2.4ポイント低下いたしました。
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(販売費及び一般管理費)

販売費及び一般管理費は260億78百万円(前年同期比11.0％減)となりました。

対売上比率では前事業年度63.3％に対し63.5％となりました。

運賃は、前事業年度14億97百万円から当事業年度14億54百万円となり、前年同期比2.9％減となりました。広告費

は、前事業年度28億70百万円から当事業年度22億62百万円となり、前年同期比21.2％減となりました。賃借料は、

前事業年度84億20百万円から当事業年度78億38百万円となり、前年同期比6.9％減となりました。

(営業損失)

営業損失は前事業年度45億97百万円に対し、51億36百万円となりました。

(営業外収益)

営業外収益の内容は受取配当金49百万円、保険配当金76百万円等です。

(営業外費用)

営業外費用の内容は支払手数料27百万円、アレンジメントフィー１億８百万円等です。

(経常損失)

経常損失は前事業年度44億36百万円に対し、51億44百万円となりました。

(特別利益)

特別利益の内容は固定資産売却益11百万円、ゴルフ会員権売却益49百万円、投資有価証券売却益11億28百万円で

す。

(特別損失)

特別損失の内容は固定資産売却損52百万円、減損損失15億32百万円、事業構造改善引当金繰入額16億90百万円で

す。

(当期純損失)

当期純損失は前事業年度45億67百万円に対し、72億59百万円となりました。
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(4) キャッシュ・フローの分析

当社のキャッシュ・フローの指標は以下のとおりとなっております。

キャッシュ・フローの指標

前事業年度 当事業年度

自己資本比率(％) 69.1 60.5

時価ベースの自己資本比率(％) 49.7 54.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ― ―

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。

※キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、有利子負債がありませんので記載しておりません。

　(有利子負債には受入保証金を含めておりません。)

※インタレスト・カバレッジ・レシオは、各期とも利払いがゼロのため記載しておりません。

　(利払いには受入保証金に対して支払う利息を含めておりません。)

(5) 資金調達及び流動性

当社は、安定的な資金調達を図るため、複数の取引金融機関との間で総額50億円のコミットメントライン契約を

締結しております。本契約には一定の財務制限条項が付されている場合もあり、今後の金融情勢の変化や当社の損

益状況並びに純資産額の推移等により、当社の財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、これらの契約に

おける事業年度末の借入実行残高はありません。

(6) 重要事象等について

「４ 事業等のリスク (8) 重要事象等のリスク」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資の総額は２億52百万円で、その主なものは、店舗設備費用、システム開発費用であり

ます。

また、当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省

略しておりますので、設備の状況につきましては事業所別に記載しております。
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２ 【主要な設備の状況】
平成29年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の
内容

土地
面積
(㎡)

帳簿価額(単位：千円)
従業
員数
(名)土地 建物 構築物

機械
及び
装置

車両
運搬具

工具、
器具

及び備品

リース
資産

計

春日部ショールーム
(春日部市)

店舗 - - - - - - - - - 34

まるひろ入間店
(入間市)

店舗 - - - - - - - - - 19

南船橋店
(船橋市)

店舗 - - - - - - - - - 38

銀座本店
(中央区)

店舗 - - - - - - - - - 58

新宿ショールーム及び法人
コントラクト営業第1部・第3部
(新宿区)

店舗兼
事務所

- - - - - - - - - 175

立川ショールーム
(立川市)

店舗 - - - - - - - - - 42

青海サービスセンター
(江東区)

物流
施設

- - - - - - - - - 93

横浜サービスセンター
(横浜市鶴見区)

物流
施設

- - - - - - - - - 18

横浜みなとみらいショールーム
(横浜市西区)

店舗 - - - - - - - - - 84

名古屋栄ショールーム
(名古屋市東区)

店舗 - - - - - - - - - 64

名古屋星崎ショールーム
(名古屋市南区)

店舗 2,253 441,503 242,261 - - - - - 683,765 33

名古屋星崎サービスセンター
(名古屋市南区)

物流
施設

540 105,709 92,366 - - - - - 198,076 18

LIFE STYLE SHOP 名古屋駅前
(名古屋市中村区)

店舗 - - - - - - - - - 7

有明本社ショールーム
(江東区)

店舗 - - - - - - - - - 129

LIFE STYLE SHOP 柏の葉T-SITE
(柏市)

店舗 - - - - - - - - - 5

神戸ショールーム
(神戸市中央区)

店舗 - - - - - - - - - 73

Modern Style Shop淀屋橋及び
法人コントラクト営業第2部
(大阪市中央区)

店舗兼
事務所

- - - - - - - - - 24

大阪南港ショールーム
(大阪市住之江区)

店舗 - - - - - - - - - 132

大阪港サービスセンター
(大阪市港区)

物流
施設

- - - - - - - - - 47

九州サービスセンター
(福岡県糟屋郡)

物流
施設

- - - - - - - - - 16

福岡ショールーム
(福岡市博多区)

店舗 - - - - - - - - - 59

仙台ショールーム
(仙台市青葉区)

店舗 - - - - - - - - - 44

仙台サービスセンター
(仙台市泉区)

物流
施設

- - - - - - - - - 12

本社
(江東区)

事務所 - - 18,649 - 28 - 4,168 - 22,846 265

春日部貸店舗
(春日部市)

― [663] 10,023 75,707 888 - - 251 - 86,871 -

秋田木工株式会社
(湯沢市)

― [16,129] 40,624 9,190 - - - - - 49,815 -

(注) １ 上記中の[ ]は賃貸面積であります。

２ 上記のうち、名古屋星崎ショールーム、名古屋星崎サービスセンター及び春日部貸店舗以外の主要な設備は全

　 て賃借しており、年間賃借料は店舗6,856,292千円、物流施設751,964千円及び事務所86,657千円であります。

３ 従業員数は就業人員数であります。執行役員は含まれておりません。

４ アウトレット＆リワース プレミアム有明は有明本社ショールームに、アウトレット＆リワース新宿は新宿

　 ショールームに、アウトレット＆リワース大阪南港は大阪南港ショールームに含めております。

５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,000,000

計 43,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年３月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,400,000 19,400,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード)

完全議決権株式であり、権利内容に何
ら限定のない当社における標準となる
株式です。なお、単元株式数は100株と
なっております。

計 19,400,000 19,400,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年11月21日 △ 2,200,000 19,400,000 ― 1,080,000 ― 3,690,470

(注) 自己株式の消却による減少であります。
　

(6) 【所有者別状況】

平成29年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(名)

― 17 18 72 33 22 13,864 14,026 ―

所有株式数
(単元)

― 52,196 4,693 31,238 5,614 123 100,062 193,926 7,400

所有株式数
の割合(％)

― 26.92 2.42 16.11 2.89 0.06 51.60 100.00 ―

(注) １ 自己株式470,054株は「個人その他」に4,700単元、「単元未満株式の状況」に54株含めて記載しております。

　 ２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(株式付与ＥＳＯＰ信託口)が所有する当社株式104,400株は、「金融

　 機関」に含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成29年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,699 8.76

株式会社ききょう企画 東京都渋谷区神山町20番21号 1,292 6.66

株式会社ティーケーピー 東京都新宿区市谷八幡町８番地 1,290 6.65

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,140 5.88

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(三井住友信託銀
行再信託分・株式会社三井住友
銀行退職給付信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 570 2.94

大 塚 春 雄 埼玉県春日部市 483 2.49

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 416 2.14

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 311 1.60

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 300 1.55

大塚家具従業員持株会 東京都江東区有明３丁目６番11号 286 1.48

計 ― 7,789 40.15

(注) １ 上記のほか、当社所有の自己株式470千株(2.42％)があります。
　 なお、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(株式付与ＥＳＯＰ信託口)が所有する当社株式104千株は、従

業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」の導入により所有しており、自己株式には含まれて
おりません。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信
託口)の持株数570千株は株式会社三井住友銀行から同信託銀行へ信託設定された信託財産です。信託契約上
当該株式の議決権は株式会社三井住友銀行が留保しています。

３ 平成29年３月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、レオス・キャピタ
ルワークス株式会社が平成29年３月３日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社
として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお
りません。

　 なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

レオス・キャピタルワークス
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目11番１号 1,606 8.28

　

４ 平成29年10月18日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、ブランデス・イン
ベストメント・パートナーズ・エル・ピーが平成29年10月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ
れているものの、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株
主の状況には含めておりません。

　 なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ブランデス・インベストメント
・パートナーズ・エル・ピー

アメリカ合衆国、カリフォルニア州、
サンディエゴ、エル・カミノ・レアール
11988

1,208 6.23
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

470,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式です。

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,922,600
189,226 同上

単元未満株式
普通株式

7,400
― 同上

発行済株式総数 19,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 189,226 ―

(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式54株が含まれております。

　 ２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(株式付与ＥＳＯＰ

信託口)が所有する当社株式104,400株(議決権の個数1,044個)が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社大塚家具

東京都江東区有明三丁目
６番11号

470,000 － 470,000 2.42

計 ― 470,000 － 470,000 2.42

(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(株式付与ＥＳＯＰ信託口)が所有する当社株式104,400株は、上記自己

株式には含めておりません。

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

(10)【従業員株式所有制度の内容】

１ 従業員株式所有制度の概要

当社は、当社従業員への福利厚生を目的として、平成27年11月11日開催の取締役会決議に基づき、従業員イン

センティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」(以下、「本信託」という。)を平成27年11月27日より導入してお

ります。

当社が従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより信託

を設定します。本信託は、あらかじめ定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数の当社

株式を、当社からの第三者割当によって取得します。その後本信託は株式交付規程に従い、信託期間中の従業員

の資格や会社業績等に応じた当社株式を、退職時に従業員に交付します。本信託により取得する当社株式の取得

資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　

２ 従業員等に取得させる予定の株式数

104,400株

　

３ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社従業員のうち受益要件を充足する者
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

1,290,000 1,051,350 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 470,054 ― 470,054 ―

(注) １ 当期間における保有自己株式には、平成30年３月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式は含め

ておりません。

２ 上記の保有自己株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の配当政策は、株主への利益還元を重要な課題の一つとして位置づけ、継続的かつ安定的な配当を行うことを

基本としたうえで、財務状況や業績の見通し等を勘案しながら総合的に判断・決定してまいります。

当社は期末日を基準とした株主総会決議による年１回の配当を行っており、当事業年度の配当につきましては、上

記方針に基づき１株につき40円の配当の実施を決定いたしました。

なお、当社は、取締役会の決議により会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。

内部留保資金につきましては、主に事業拡大のための設備投資や商品開発等に有効投資してまいりたいと考えてお

ります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成30年３月26日定時株主総会決議 757,197 40.00

(注) 平成30年３月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金

4,176千円が含まれております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成25年12月 平成26年12月 平成27年12月 平成28年12月 平成29年12月

最高(円) 1,265 1,174 2,488 1,559 1,118

最低(円) 751 870 987 895 819

(注) 最高・最低株価は、平成25年７月15日以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、

平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 924 893 912 928 935 943

最低(円) 873 826 819 890 894 824

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性６名 女性２名 (役員のうち女性の比率25.0％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

代表取締役
社長

法人本部長 大 塚 久美子 昭和43年２月26日生

平成３年４月 株式会社富士銀行(現 株式会社みずほ

フィナンシャルグループ)入行

(注)１ 23

平成６年４月 当社入社、経営企画室長

平成８年３月 取締役経営企画室長兼営業管理部長

平成16年４月 当社顧問

平成17年７月 株式会社クオリア・コンサルティング

設立、代表取締役

平成19年１月 フロンティア・マネジメント株式会社

執行役員

平成21年３月 当社代表取締役社長

平成21年４月 代表取締役社長兼営業本部長

平成25年３月 代表取締役社長兼営業本部長

兼業務管理部管掌

平成26年３月 代表取締役社長兼業務管理部管掌

平成26年４月 代表取締役社長

平成26年７月 取締役

平成27年１月 代表取締役社長

平成27年３月 代表取締役社長兼営業本部長

平成28年５月 代表取締役社長

平成29年10月 代表取締役社長兼法人本部長(現任)

取締役 社長補佐 宮 本 惠 司 昭和22年２月13日生

昭和44年４月 株式会社三越入社

(注)１ 0

平成10年５月 同社取締役

平成11年３月 同社取締役営業本部副本部長

平成12年５月 同社常務取締役

平成14年３月 同社常務取締役本社経営推進室長

平成15年３月 同社常務取締役本店長

平成17年３月 同社常務取締役本社グループ事業本部

本部長

平成18年５月 株式会社スタジオアルタ社長

平成20年４月 一般社団法人日本パブリックビューイン

グ協会(JPVA)代表理事代行(現任)

平成20年４月 株式会社ジャパン・マネージメント・パ

ートナーズ代表取締役社長(現任)

平成20年４月 関西学院大学経済学部特別講師

平成25年７月 株式会社パス・コミュニケーションズ

専務取締役

平成26年１月 株式会社ジャパン・マーケッティング・

コミュニケーションズ取締役社長(現任)

平成27年３月 当社社外取締役

平成27年12月 株式会社パス・コミュニケーションズ

代表取締役社長(現任)

平成28年８月 当社取締役社長補佐

平成30年３月 当社取締役社長補佐兼営業本部管掌

(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

取締役
専務執行役員

商品本部長兼
商品部長兼
流通本部長

佐 野 春 生 昭和40年２月27日生

昭和63年４月 当社入社

(注)１ ―

平成11年８月 幕張ショールーム店長

平成15年６月 商品部長

平成17年３月 執行役員商品部長

平成20年３月 上席執行役員商品部長

平成21年３月 取締役上席執行役員商品部長

平成21年３月 秋田木工株式会社取締役

平成23年３月 取締役商品部長

平成23年６月 取締役執行役員商品部長

平成24年３月 取締役上席執行役員商品部長

平成25年12月 取締役上席執行役員商品流通本部長

兼商品部長

平成26年３月 取締役上席執行役員商品流通本部長

平成26年８月 取締役上席執行役員流通本部長

平成27年３月 取締役流通本部長

平成27年６月 取締役専務執行役員流通本部長

平成27年８月 取締役専務執行役員流通本部長

兼経営企画室長

平成27年10月 リンテリア株式会社代表取締役社長

平成28年５月 取締役専務執行役員営業本部長

平成28年11月 取締役専務執行役員営業本部長

兼営業企画部長

平成29年２月 取締役専務執行役員営業本部長

平成29年６月 取締役専務執行役員営業本部長

兼東日本法人コントラクト営業部長

平成29年10月 リンテリア株式会社取締役(現任)

平成29年10月 取締役専務執行役員営業本部長

兼商品本部長

平成29年11月 取締役専務執行役員商品本部長

兼商品部長兼流通本部長(現任)

取締役
常務執行役員

総務部・
財務部管掌兼
財務部長

杉 谷 仁 司 昭和33年６月７日生

昭和57年４月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三菱東京

UFJ銀行)入行

(注)１ 1

平成21年４月 株式会社三菱東京UFJ銀行中野駅前支店

長兼中野駅南口支店長

平成23年９月 株式会社ポイント(現 株式会社アダスト

リア)執行役員総務部長

平成27年８月 当社入社、コーポレートガバナンス推進

室兼財務部担当部長

平成27年10月 財務部長兼コーポレートガバナンス推進

室担当部長

平成28年３月 執行役員財務部長

平成28年３月 秋田木工株式会社取締役(現任)

平成28年５月 執行役員財務部長兼経営企画室長

平成29年３月 取締役常務執行役員財務部長兼経営企画

室長

平成29年４月 取締役常務執行役員総務部・財務部管掌

兼財務部長(現任)

取締役 阿 久 津 聡 昭和41年７月11日生

平成10年５月 カリフォルニア大学バークレー校経営学

博士(Ph.D.)

(注)１ 2

平成10年12月 一橋大学商学部専任講師
平成12年４月 同大学大学院国際企業戦略研究科専任

講師

平成13年６月 同大学大学院国際企業戦略研究科助教授

※平成19年 助教授から准教授へ名称変

更

平成22年３月 当社社外取締役(現任)
平成22年４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授

(現任)

平成22年４月 情報・システム研究機構国立情報学研究

所連携研究部門客員教授

平成25年９月 株式会社アダストリアホールディングス

(現 株式会社アダストリア)社外取締役

(現任)

平成29年６月 株式会社ノジマ社外取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

取締役

(常勤

監査等委員)

瀬 戸 伸 正 昭和30年11月30日生

昭和53年４月 トヨタ家庭用機器中部販売株式会社入社

(注)２ 2

平成４年９月 当社入社

平成６年４月 星崎店店長

平成10年４月 名古屋ショールーム店長

平成18年10月 秋田木工株式会社出向

平成22年３月 同社代表取締役社長

平成30年３月 当社取締役(常勤監査等委員)(現任)

取締役
(監査等委員)

長 沢 美智子 昭和26年８月26日生

昭和59年４月 弁護士登録

(注)３ 1

平成17年４月 国土交通省独立行政法人評価委員会委員
平成19年４月 学習院大学法科大学院教授
平成20年１月 東京丸の内法律事務所パートナー(現任)
平成22年１月 独立行政法人都市再生機構契約監視委員

会委員長(現任)

平成24年９月 日本振興清算株式会社代表清算人
平成25年３月 当社社外取締役
平成27年６月 国土交通省国立研究開発法人審議会委員

(現任)

平成28年７月 一般財団法人セゾン現代美術館監事

平成29年３月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

取締役
(監査等委員)

三 冨 正 博 昭和39年２月13日生

昭和62年10月 アーサー・アンダーセン東京事務所(現

有限責任あずさ監査法人)入所

(注)３ 0

平成３年９月 アーサー・アンダーセンサンフランシス

コ事務所シニア

平成６年９月 同シアトル事務所マネージャー

平成８年３月 同アトランタ事務所シニア・マネージャー

平成13年５月 株式会社バリュークリエイト設立、代表

取締役(現任)

平成21年４月 慶應義塾大学ビジネススクール非常勤講

師(現任)

平成26年３月 株式会社SUMCO社外取締役

平成28年３月 同社社外取締役(監査等委員)(現任)

平成29年３月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

計 32

　　
(注) １ 当該取締役の任期は、平成29年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年12月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

２ 当該取締役の任期は、平成29年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年12月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

３ 当該取締役の任期は、平成28年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年12月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４ 各取締役の所有する当社の株式数には、平成30年２月28日現在における役員持株会及び従業員持株会を通じ

ての保存分を含めて記載しております。

５ 取締役専務執行役員佐野春生は、代表取締役社長大塚久美子の義理の弟であります。

６ 取締役阿久津聡、長沢美智子及び三冨正博の各氏は社外取締役であります。

７ 当社では、経営意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営意思決定のスピードアップと責任の明確化を図

ること、及び人材登用を目的として執行役員制を導入しております。

　 執行役員は、以下の８名で構成されております。
　

役名 氏名 職名

取締役専務執行役員 佐 野 春 生 商品本部長兼商品部長兼流通本部長

取締役常務執行役員 杉 谷 仁 司 総務部・財務部管掌兼財務部長

上席執行役員 野 杁 基 男 人事部・経営企画室管掌

執行役員 大 塚 雅 之 社長室長

執行役員 上 野 一 郎 営業本部長兼外商部長

執行役員 藤 野 欽 靖 営業副本部長兼営業推進部長

執行役員 喜 多 卓 則 総務部長

執行役員 茅 根 泰 仁 広報室長兼営業企画部担当部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、ステークホルダーの皆様からの信頼に応えるため、企業の社会的責任を自覚し、経営の透明性、健全性

及び効率性を確保して、環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる経営体制を構築するとともに、適時適切な情報開

示と説明責任を果たすことで、企業価値を継続的に高めていくことを、コーポレート・ガバナンスの基本方針とし

ております。

① コーポレート・ガバナンスの体制

イ．コーポレート・ガバナンス体制の概要

当社は、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置し、経営の監視及び監査機能の強化を目的として、複

数の社外取締役を選任しております。また、意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離し、迅速な意思決定と

業務執行責任を明確にするために執行役員制度を採用しております。

　

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、以下の図のとおりであります。

　
有価証券報告書提出日現在

　

取締役会は、社外取締役３名を含む計８名(男性６名、女性２名)で構成し、原則として毎月１回以上定時開催

するほか必要に応じて随時開催します。当社は、監査等委員設置会社として、定款にて取締役会の決議によって

重要な業務執行の決定を取締役に委任することができる旨を定めており、迅速な意思決定と監督機能の強化を図

るため、重要な業務執行の一部について、取締役会から取締役への権限委譲を行ない、「組織規程」においてそ

の範囲を明確に定めております。また、重要事項以外の業務執行の意思決定についても同規程により職務権限を

定め、執行サイドに権限委譲し、迅速な業務執行を実現しております。取締役会は、取締役の職務執行の監督及

び執行役員の業務執行のモニタリング等により、適法性及び効率性の確保に努めております。なお、各事業年度

における取締役の経営責任を明確にし、環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため、監査等委員でない

取締役の任期を１年、監査等委員である取締役の任期を２年としております。

監査等委員会は、社外取締役２名を含む計３名(男性２名、女性１名)で構成し、原則として毎月１回以上定時

開催するほか必要に応じて随時開催します。監査等委員は取締役会及び必要に応じその他の重要な会議体に出席

し、取締役の職務執行の監督を行います。また、会計監査人、内部監査部門及びコンプライアンス・リスク管理

部門と定期的な会合や情報交換を行うなど、緊密に連携して実効性のある監査に努めております。

会計監査人は、当社とは利害関係のない新日本有限責任監査法人を選任し、公正不偏な立場から監査が実施さ

れる環境を整備しております。
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さらに、複数の弁護士事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて適宜適切に助言等を受けられる体制と

しております。

なお、業務執行取締役等でない取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項

の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額として

おります。

　

ロ．現行コーポレート・ガバナンス体制を採用する理由

取締役８名(うち、監査等委員である取締役が３名)中３名を社外から選任し、社外取締役として当社経営に有

益な意見や率直な指摘をいただくことにより、経営監督機能の強化に努めております。また、透明で公正な監査

を行うために、専門知識を有する監査等委員(社外)を２名選任しております。このように取締役会の監督機能と

監査等委員会の監査機能を有効に働かせ、また、迅速な意思決定を実現することでコーポレート・ガバナンスを

実効性あるものとするために、現行の体制を採用しております。

　

ハ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社の内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況は以下のとおりであります。

　

ⅰ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 役職員は、大塚家具グループの企業行動基準に基づき、法令及び社内規程等の遵守はもとより、社会規

範を尊重し、企業の社会的責任を十分に認識して良識ある事業運営及び職務の遂行を心掛けるものとす

る。当社は、役職員全員に企業行動基準小冊子と内部統制・コンプライアンスハンドブックを配布して遵

守を徹底する。

(2) 当社は、コンプライアンスに違反する行為等を未然に防止するために、内部通報窓口を設置する。内部

通報窓口において通報を受付けたときは、コンプライアンス・リスク管理委員会(以下、「ＣＲ委員会」

という。)において迅速かつ適切に調査し、コンプライアンスに違反する事実を確認したときは、是正措

置及び再発防止策を実施する。

(3) 当社は、役員の指名及び取締役の報酬に関する重要事項の検討を行い、その結果を取締役会に答申する

指名報酬諮問委員会を設置する。

(4) 監査等委員は、取締役の職務執行を監査するために、必要な範囲で取締役会以外の重要な会議体にオブ

ザーバーとして出席することができる。

(5) 内部監査部門は、内部監査規程、内部統制規程及び監査計画に基づき、業務監査及び財務報告に係る内

部統制の評価を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。また、監査の結果は、

代表取締役社長及び監査等委員会のみならず、指定された関連部署の長にも伝達して監査情報を共有す

る。監査対象部署に指摘事項等が発見された場合は、是正を指示し、その是正状況を確認する。
　

ⅱ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る情報並びにこれを記録した文書及び電磁的記録等は、法令、定款、文書保存

規程、機密情報管理規程、稟議規程等に基づき適切に保存及び管理する。

(2) 取締役は、取締役の職務執行に係る情報を随時閲覧又は聴取できる。
　

ⅲ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社は、損失の危険の管理に関する規程として、リスク管理規程、コンプライアンス・リスク管理委員

会規程、内部通報規程、投資委員会規程、インサイダー取引管理規程、情報システムセキュリティ規程、

個人情報保護規程等を制定し、各規程を適切に運用する。

(2) ＣＲ委員会は、会社が直面する又は将来直面する可能性のあるコンプライアンスに関する問題、企業価

値や事業運営に重大な影響を及ぼす緊急事態に対して、迅速かつ適切に対策を決定して実施し、その実施

状況を確認するとともに再発防止策を速やかに講じる。また、ＣＲ委員会が必要と判断した事項は、代表

取締役社長へ報告又は決裁を仰ぎ迅速に対応する。ＣＲ委員会の委員長は、コンプライアンス・リスク管

理を担当する執行役員とする。

(3) リスク管理を所管する部署は、業務遂行の適正性を管理するとともに、リスクの発生を未然に防止する

組織横断的なリスク管理を行い、その有効性を定期的に評価する。
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(4) 大災害等の緊急事態が発生した場合、当社は、事業を継続するにあたり、代表取締役社長を本部長とす

る災害対策本部を設置し、損失を最小限に止めるための対策を迅速かつ的確に決定し実行する。
　

ⅳ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会は原則として毎月１回以上開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令、定款及び取締役

会規程に定める重要事項を決議する。また、取締役の職務執行を監督する。

(2) 代表取締役社長の諮問により経営に関する重要事項の立案、調査及び検討を行い、その結果を答申する

諮問委員会を設置する。

(3) 執行役員制度に基づき、経営の意思決定機能及び監督機能と業務執行機能を分離し、それぞれの機能を

強化して、効率的に職務を執行する。
　

ⅴ 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社並びに子会社の役職員は、大塚家具グループの企業行動基準及び業務の適正を確保するために必要

な諸規程を遵守するものとする。子会社の内部統制システムは、原則として子会社が自主的に整備するも

のとし、必要に応じて当社に助言を求める。

(2) 子会社を所管する部署の長は適宜、当社の内部監査部門に業務監査の実施を指示し、その結果を取締役

会及び監査等委員会に報告する。

(3) 子会社の役職員は、大塚家具グループに著しい損失を与えるおそれのある事実を察知したときは、直ち

に、当社の子会社を所管する部署の長、又は内部通報の受付窓口を通じてＣＲ委員会に報告するものと

し、ＣＲ委員会は、対応を協議し迅速に対処する。

(4) 子会社を所管する部署の長は、効率的なグループ経営を推進するため、必要ある場合は子会社との会議

を開催して情報交換を行う。
　

ⅵ 監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合における当該取締役及び使

用人に関する事項、その取締役及び使用人の取締役(当該取締役及び監査等委員を除く)からの独立性に関す

る事項並びにその取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 監査等委員会が職務を補助する役職員を求めた場合、当社は、必要な役職員を配置する。

(2) 監査等委員会の職務を補助する役職員は、その職務にある期間は、当該監査等委員以外の役職員からの

指揮命令は受けない。また、当該役職員の当該期間における人事考課等については、監査等委員会の意見

を尊重する。

(3) 監査等委員会の職務を補助する役職員は、監査等委員会が必要と認めた場合に限り、監査等委員と共に、

取締役会その他の重要な会議体に出席することができる。
　

ⅶ 監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制

(1) 役職員は、社内外からの情報により、当社に著しい損失を与えるおそれのある事実を察知したときは、

直接又はリスク管理を所管する部署を通じて当該事実を監査等委員会に報告する。

(2) リスク管理を所管する部署の長及び内部監査部門の長は、定例で監査等委員とのミーティングを開催し、

リスク管理の状況、業務監査の結果及び内部統制の運用状況の評価等について報告する。

(3) 監査等委員会は、いつでも役職員に対して報告を求め、関連する資料を徴求することができる。
　

ⅷ 子会社の取締役、監査役、及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告をするため

の体制

(1) 子会社の役職員は、子会社に著しい損失を与えるおそれのある事実を察知したときは、当該事実を子会

社を所管する部署の長に報告する。

(2) 子会社を所管する部署の長は、子会社の役職員から報告を受けた事項について、すみやかに当社の監査

等委員会に報告するものとする。

ⅸ 監査等委員に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

(1) 当社は、監査等委員に報告をした者について報告の事実及び報告内容を秘匿し、当該報告を行ったこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止する旨、関連規程において明記する。

(2) 監査等委員会は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその理由の開示を

求めることができる。
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ⅹ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員から職務の執行について生ずる費用の前払又は償還、負担した債務の弁済を求められ

た場合には、当該費用等が明らかに監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、こ

れに応じる。
　

ⅺ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査上の重要課題等に

ついて意見交換を行う。

(2) 監査等委員は、会計監査人、リスク管理を所管する部署の長、内部監査部門の長及び子会社を所管する

部署の長等との連携を密にし、効率的に監査を実施する。
　

ⅻ 財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に準拠した内部統制システムの整備、運用

及び評価を行う指針として内部統制規程を制定する。

(2) 当社は、構築した内部統制システムの整備状況及び運用状況を評価した上で、適宜、必要な是正を行っ

て内部統制システムを適正に機能させることにより、財務報告の信頼性を確保する。
　

xⅲ 反社会的勢力を排除するための体制

(1) 当社は、社会の秩序や市民生活の安全に脅威を与える反社会的勢力、組織又は団体とは関わりをもたず、

毅然とした態度で臨み、これらの脅威に屈しないことを基本方針とし企業行動基準に定める。

(2) 当社は、反社会的勢力の排除に関し、企業行動基準に基本的な考え方を示し役職員全員に周知徹底を図

るとともに、対応マニュアルを整備し、警察や顧問弁護士等と連携して組織全体として対応する。

　

② 内部監査及び監査等委員会監査の状況

当社は代表取締役社長の直轄組織として内部監査室(５名)を設置し、監査計画に基づいて内部監査を実施してお

ります。監査結果は速やかに代表取締役社長に報告し、必要に応じて関係役員等にも報告して情報共有を図ってお

ります。また、定期的に監査等委員への監査報告会を実施しております。さらに、会計監査人に適宜報告し、適切

なアドバイスを受けております。

監査等委員会は監査等委員である取締役３名で構成されております。監査等委員は取締役会をはじめとする重要

な会議に出席し、取締役の職務執行を監査するとともに、財務報告に係る内部統制を含めた内部統制システムの整

備・運用の状況等の監視・検証を通じ、取締役の職務執行の適法性及び妥当性を監査しております。また、会計監

査人、内部監査部門及びコンプライアンス・リスク管理部門と定期的に情報交換を行うなど有機的に連動しており

ます。

　

③ 社外取締役

当社は、取締役８名のうち３名(うち、監査等委員である取締役が２名)を社外から選任しております。

社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりませんが、選任にあたっては

東京証券取引所が定める独立性に関する判断基準を参考にするほか、各役員のビジネス経験、専門性及び独立性な

どを総合的に勘案し、個別に判断しております。

社外取締役阿久津聡氏は、ブランド・マネジメント研究の専門家として豊富な知識と実績を有しており、当社の

経営に対して的確な助言をいただくため選任しております。

社外取締役長沢美智子氏は、弁護士としての専門性を有し、弁護士として長年にわたり培われた企業法務に係る

知識及び経験に基づいて、監査等委員である社外取締役の立場から当社経営に参画いただくことで、当社の経営の

意思決定と監督機能の強化に資していただくため選任しております。

社外取締役三冨正博氏は、公認会計士としての専門性を有しており、また経営コンサルティングを事業内容とす

る会社の代表取締役も務めるなど、長年にわたり培われた企業価値創造に関する専門的知見及び企業経営に関する

専門的知見に基づいて、監査等委員である社外取締役の立場から当社経営に参画いただくことで、当社の経営の意

思決定と監督機能の強化に資していただくため選任しております。

監査等委員会は、内部監査部門より業務の適法性、リスク管理状況等の報告を受けるなど監査情報を共有すると

ともに、特定事項について内部監査部門に調査を依頼し、その報告を受けるなどの連携により、相互に監査の質の

向上に努めております。また、情報交換を行うために定期的に会議を開催しております。
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④ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の額等(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与
役員退職慰労
引当金繰入

取締役
(監査等委員を除く。)
(社外取締役を除く。)

81 72 ― ― 8 6

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

― ― ― ― ― ―

監査役
(社外監査役を除く。)

― ― ― ― ― ―

社外役員 33 33 ― ― 0 10

(注) 当社は平成29年３月24日付で監査役設置会社から監査等委員設置会社に移行しております。
　

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しない為、記載しておりません。
　

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額(百万円)
対象となる役員の

員数(名)
内容

38 4 給与38百万円、賞与―百万円

　
ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

監査等委員でない取締役の報酬等の額は、株主総会において承認された報酬額の限度内において、職位と職務

内容、責任、業績等を総合的に勘案した上で決定しております。また、監査等委員である取締役の報酬等の額は、

株主総会において承認された報酬額の限度内において、監査等委員である取締役の協議により決定しておりま

す。
　

⑤ 株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 12銘柄

貸借対照表計上額の合計額 2,753百万円
　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的
　

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

三井不動産㈱ 490,000 1,325 円滑な取引関係の維持

㈱三越伊勢丹ホールディングス 1,000,000 1,260 円滑な取引関係の維持

㈱西武ホールディングス 544,000 1,140 円滑な取引関係の維持

㈱帝国ホテル 502,000 1,042 円滑な取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 42,000 187 円滑な取引関係の維持

㈱みずほフィナンシャルグループ 733,508 153 円滑な取引関係の維持

オーデリック㈱ 30,000 125 円滑な取引関係の維持

藤田観光㈱ 200,000 70 円滑な取引関係の維持

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 87,010 62 円滑な取引関係の維持

㈱イトーキ 66,550 49 円滑な取引関係の維持

フランスベッドホールディングス㈱ 50,160 46 円滑な取引関係の維持

㈱武蔵野銀行 2,898 9 円滑な取引関係の維持
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱西武ホールディングス 544,000 1,159 円滑な取引関係の維持

㈱帝国ホテル 362,000 792 円滑な取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 42,000 204 円滑な取引関係の維持

㈱みずほフィナンシャルグループ 733,508 150 円滑な取引関係の維持

オーデリック㈱ 30,000 144 円滑な取引関係の維持

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 87,010 71 円滑な取引関係の維持

藤田観光㈱ 20,000 70 円滑な取引関係の維持

㈱イトーキ 66,550 55 円滑な取引関係の維持

フランスベッドホールディングス㈱ 50,160 53 円滑な取引関係の維持

㈱武蔵野銀行 2,898 10 円滑な取引関係の維持

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

⑥ 会計監査の状況

会計監査人には、当社とは利害関係にない新日本有限責任監査法人を選任し、公正不偏な立場から監査が実施さ

れる環境を整備しております。当社監査等委員と監査法人は定期的に意見交換して、連携を図っております。

当事業年度において監査業務を執行した公認会計士は次の２名であります。

佐藤 明典(監査継続年数：５年)

神山 宗武( 同上 ：１年)

　

なお、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。

公認会計士 ５名

その他 16名

　

⑦ 取締役の定員及び選任の決議要件

当社の取締役は、監査等委員でない取締役が６名以内、監査等委員である取締役が４名以内とする旨定款に定め

ております。また、株主総会における取締役の選任決議について、監査等委員である取締役と監査等委員でない取

締役とを区別して選任しており、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

⑧ 取締役の責任免除

当社は、取締役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定によ

り、取締役(取締役であった者を含む)が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において、その損害賠

償責任を法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

　

⑨ 中間配当の決議要件

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨定款に定めております。これは、中間

配当を実施する場合に、機動的に行うことを目的とするものであります。
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⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

　

⑪ 自己株式の取得の決定機関

当社は、取締役会決議により、自己の株式の買受けを行うことができる旨定款に定めております。これは、当社

の業務又は財産の状況、その他の事情に対応して、機動的に自己株式の買受けを行うことを目的とするものであり

ます。

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

監査証明業務に基づく
報酬(百万円)

非監査業務に基づく
報酬(百万円)

39 3 36 ―

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　前事業年度

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、会計に関する相談業務を

委託しております。

　当事業年度

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する報酬につきましては、監査公認会計士等の監査計画の範囲・内容・日数など

の相当性を検証し、会社法の定めに従い監査等委員会の同意を得た上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１ 財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成29年１月１日から平成29年12月31日ま

で)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３ 連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項に基づき、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと判断

し、連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 1.2％

売上高基準 0.2％

利益基準 0.9％

利益剰余金基準 1.1％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。

４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することが出来る体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナー等へ参加しております。

決算短信（宝印刷） 2018年03月26日 13時56分 35ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 32 ―

１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,853,798 1,806,785

受取手形 ※３ 30,204 ※３ 50,061

売掛金 2,496,392 2,341,641

商品 14,302,114 ※２ 12,871,240

前渡金 58,878 146,096

前払費用 902,211 879,524

その他 450,844 68,597

流動資産合計 22,094,444 18,163,947

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※２ 790,289 441,983

構築物（純額） 20,127 888

機械及び装置（純額） 2,096 28

車両運搬具（純額） 66 ―

工具、器具及び備品（純額） 458,695 13,989

土地 ※２,４ 2,414,213 ※４ 2,357,959

有形固定資産合計 ※１ 3,685,490 ※１ 2,814,849

無形固定資産

ソフトウエア 119,887 ―

その他 47,955 ―

無形固定資産合計 167,842 ―

投資その他の資産

投資有価証券 5,513,983 2,753,031

関係会社株式 97,000 98,000

長期前払費用 28,876 34,752

差入保証金 5,989,612 ※２ 5,207,116

その他 110,114 99,624

貸倒引当金 △1,600 △1,600

投資その他の資産合計 11,737,987 8,190,925

固定資産合計 15,591,319 11,005,775

資産合計 37,685,764 29,169,722
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(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 1,373,318 876,351

買掛金 1,824,476 1,499,277

未払金 358,448 170,268

未払費用 1,687,315 1,347,575

未払法人税等 64,856 122,108

前受金 1,715,876 1,529,861

預り金 299,497 203,015

販売促進引当金 38,574 24,819

ポイント引当金 109,941 309,110

その他 161,522 271,962

流動負債合計 7,633,826 6,354,350

固定負債

受入保証金 ※２ 74,861 77,294

役員退職慰労引当金 496,703 500,726

事業構造改善引当金 ― 1,420,299

資産除去債務 351,147 359,979

長期預り金 ※４ 2,381,722 ※４ 2,381,722

繰延税金負債 723,267 410,924

その他 ― 16,308

固定負債合計 4,027,701 5,167,254

負債合計 11,661,528 11,521,605

純資産の部

株主資本

資本金 1,080,000 1,080,000

資本剰余金

資本準備金 3,690,470 3,690,470

その他資本剰余金 81,695 ―

資本剰余金合計 3,772,165 3,690,470

利益剰余金

利益準備金 270,000 270,000

その他利益剰余金

別途積立金 25,820,000 19,820,000

繰越利益剰余金 △4,539,463 △7,640,690

利益剰余金合計 21,550,536 12,449,309

自己株式 △2,311,151 △748,003

株主資本合計 24,091,551 16,471,775

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,932,684 1,176,341

評価・換算差額等合計 1,932,684 1,176,341

純資産合計 26,024,235 17,648,116

負債純資産合計 37,685,764 29,169,722
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②【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
　至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高

商品売上高 46,241,012 41,032,086

不動産賃貸収入 66,834 47,751

売上高合計 46,307,846 41,079,837

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 14,035,032 14,302,114

当期商品仕入高 21,904,449 18,735,379

合計 35,939,482 33,037,494

他勘定振替高 ※２ 72,131 ※２ 47,011

商品期末たな卸高 14,302,114 12,871,240

商品売上原価 ※１ 21,565,236 ※１ 20,119,242

不動産賃貸原価 21,853 18,403

売上原価合計 21,587,089 20,137,646

売上総利益 24,720,756 20,942,191

販売費及び一般管理費 ※３ 29,318,318 ※３ 26,078,789

営業損失（△） △4,597,561 △5,136,598

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 83,814 49,316

保険配当金 47,998 76,945

その他 42,352 28,539

営業外収益合計 174,166 154,801

営業外費用

固定資産除却損 5,183 306

為替差損 527 1,810

支払手数料 2,362 27,357

アレンジメントフィー ― 108,000

保証金支払利息 315 ―

自己株式取得費用 4,112 ―

その他 928 25,620

営業外費用合計 13,430 163,094

経常損失（△） △4,436,824 △5,144,891

特別利益

固定資産売却益 ※４ 43,128 ※４ 11,688

ゴルフ会員権売却益 ― 49,525

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 176,897 ―

投資有価証券売却益 417,698 1,128,850

特別利益合計 637,725 1,190,063

特別損失

固定資産売却損 ※５ 12,248 ※５ 52,426

減損損失 ※６ 297,261 ※６ 1,532,574

事業構造改善引当金繰入額 ― 1,690,047

特別損失合計 309,510 3,275,048

税引前当期純損失（△） △4,108,609 △7,229,876

法人税、住民税及び事業税 31,254 30,531

法人税等調整額 427,239 △478

法人税等合計 458,494 30,053

当期純損失（△） △4,567,104 △7,259,930
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 1,080,000 3,690,470 81,695 3,772,165 270,000 26,920,000 418,837 27,608,837

当期変動額

別途積立金の取崩 △1,100,000 1,100,000 ―

剰余金の配当 △1,491,197 △1,491,197

当期純損失（△） △4,567,104 △4,567,104

自己株式の取得

自己株式の処分

自己株式処分差損の

振替

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △1,100,000 △4,958,301 △6,058,301

当期末残高 1,080,000 3,690,470 81,695 3,772,165 270,000 25,820,000 △4,539,463 21,550,536

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △882,572 31,578,431 2,886,022 2,886,022 34,464,453

当期変動額

別途積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △1,491,197 △1,491,197

当期純損失（△） △4,567,104 △4,567,104

自己株式の取得 △1,428,579 △1,428,579 △1,428,579

自己株式の処分 ― ―

自己株式処分差損の

振替
― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△953,337 △953,337 △953,337

当期変動額合計 △1,428,579 △7,486,880 △953,337 △953,337 △8,440,217

当期末残高 △2,311,151 24,091,551 1,932,684 1,932,684 26,024,235
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当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 1,080,000 3,690,470 81,695 3,772,165 270,000 25,820,000 △4,539,463 21,550,536

当期変動額

別途積立金の取崩 △6,000,000 6,000,000 ―

剰余金の配当 △1,411,195 △1,411,195

当期純損失（△） △7,259,930 △7,259,930

自己株式の取得

自己株式の処分 △511,797 △511,797

自己株式処分差損の

振替
430,101 430,101 △430,101 △430,101

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― △81,695 △81,695 ― △6,000,000 △3,101,227 △9,101,227

当期末残高 1,080,000 3,690,470 ― 3,690,470 270,000 19,820,000 △7,640,690 12,449,309

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2,311,151 24,091,551 1,932,684 1,932,684 26,024,235

当期変動額

別途積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △1,411,195 △1,411,195

当期純損失（△） △7,259,930 △7,259,930

自己株式の取得 ― ―

自己株式の処分 1,563,147 1,051,350 1,051,350

自己株式処分差損の

振替
― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△756,343 △756,343 △756,343

当期変動額合計 1,563,147 △7,619,775 △756,343 △756,343 △8,376,119

当期末残高 △748,003 16,471,775 1,176,341 1,176,341 17,648,116
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④【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △4,108,609 △7,229,876

減価償却費 229,453 121,639

差入保証金償却額 12,101 93

賞与引当金の増減額（△は減少） △102,276 ―

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,067 4,023

販売促進引当金の増減額（△は減少） △3,316 △13,755

ポイント引当金の増減額（△は減少） 109,941 199,169

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） ― 1,420,299

減損損失 297,261 1,532,574

厚生年金基金解散損失引当金の増減額
（△は減少）

△507,106 ―

投資有価証券売却損益（△は益） △417,698 △1,128,850

固定資産除却損 5,183 306

固定資産売却損益（△は益） △30,880 40,738

ゴルフ会員権売却損益（△は益） ― △49,525

受取利息及び受取配当金 △83,815 △49,316

売上債権の増減額（△は増加） 504,672 134,894

たな卸資産の増減額（△は増加） △266,599 1,423,189

前渡金の増減額（△は増加） 50,068 △87,217

その他の流動資産の増減額（△は増加） △358,679 378,930

仕入債務の増減額（△は減少） △489,776 △822,165

前受金の増減額（△は減少） △603,001 △186,014

未払費用の増減額（△は減少） 34,206 △339,739

その他の流動負債の増減額（△は減少） 269,479 △299,394

未払消費税等の増減額（△は減少） △477,393 112,239

未払法人税等（外形標準課税）の増減額
（△は減少）

28,575 35,805

その他 23,053 △23,348

小計 △5,874,089 △4,825,299

利息及び配当金の受取額 83,815 49,316

法人税等の支払額 △66,507 △23,935

法人税等の還付額 86,137 14,850

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,770,643 △4,785,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,387,375 △368,709

有形固定資産の売却による収入 85,765 226,740

無形固定資産の取得による支出 △51,735 △145,138

投資有価証券の売却による収入 674,049 2,848,513

関係会社株式の取得による支出 ― △1,000

差入保証金の差入による支出 △70,648 △59,681

差入保証金の回収による収入 670 540,038

受入保証金の返還による支出 △31,572 ―

保険積立金の解約による収入 3,499 1,464

会員権の売却による収入 ― 50,000

その他 △35,100 2,728

投資活動によるキャッシュ・フロー △812,445 3,094,957
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,488,081 △1,408,251

自己株式の取得による支出 △1,428,579 ―

自己株式の処分による収入 ― 1,051,350

長期預り金の受入による収入 2,381,722 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー △534,938 △356,901

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,118,028 △2,047,012

現金及び現金同等物の期首残高 10,971,827 3,853,798

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,853,798 ※ 1,806,785
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法に基づく原価法

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

②時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

　

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法

(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

　

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物(附属設備を除く)については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２年～50年

工具、器具及び備品 ２年～17年

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間定額法

なお、主なリース期間は５年であります。

(2) 無形固定資産

定額法

なお、ソフトウエア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっており

ます。

　

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率より、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度末までに負担すべき額を計上しておりま

す。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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(4) 販売促進引当金

顧客に発行した家具購入商品券(サービス券)の使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将

来使用されると見込まれる額を計上しております。

(5) ポイント引当金

顧客に付与したポイントの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来使用されると見込

まれる額を計上しております。

(6) 事業構造改善引当金

次世代店舗網の構築を加速するため、店舗の過剰面積縮小等、当事業年度末において店舗規模の適正化を図

ることにより見込まれる損失の額を計上しております。

(追加情報)

経営ビジョンに基づく次世代店舗網構築を加速するため、店舗の過剰面積の縮小等、店舗規模の適正化を前

倒しで行なうことを平成29年７月に決議したことにより、損失見込み額1,948,627千円を第２四半期に「事業

構造改善引当金」として計上いたしました。その後、縮小を予定していた一部面積の有効活用が可能となり、

一部取り崩しを等を行った結果、当事業年度末における「事業構造改善引当金」は1,420,299千円でありま

す。

　

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

　

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(追加情報)

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

１ 取引の概要

当社は、当社従業員への福利厚生を目的として、平成27年11月11日開催の取締役会決議に基づき、従業員イ

ンセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」(以下、「本信託」という。)を平成27年11月27日より導入し

ております。本信託は、あらかじめ定める株式交付規程に従い、信託期間中の従業員の資格や会社業績等に応

じた当社株式を、退職時に従業員に交付します。本信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出

するため、従業員の負担はありません。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」(実務対応報告第30号 平成27年３月26日)に準じております。

　

２ 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は前事業年度178,419千円、当事業年度178,419千円、株

式数は前事業年度104千株、当事業年度104千株であります。

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を当事業

年度から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

4,508,624千円 4,301,824千円

　

※２ 担保に供している資産及び当該担保権によって担保されている債務は次のとおりであります。

コミットメントライン契約またはそれに付随する契約によるもの

(同契約による借入実行残高はありません)

担保に供している資産

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

商 品 ―千円 12,867,896千円

差入保証金 ― 〃 1,288,818 〃

計 ―千円 14,156,715千円

　

不動産賃貸取引によるもの

担保に供している資産

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

建 物 76,270千円 ―千円

土 地 10,023 〃 ― 〃

計 86,293千円 ―千円

担保されている債務

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

受入保証金 36,976千円 ―千円

　

※３ 銀行休業日満期手形については満期日に決済が行われたものとしております。なお、銀行休業日満期手形は次の

とおりであります。

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

受取手形 1,462千円 3,540千円

　

※４ 金融取引として会計処理をした資産及び負債

「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第15号)に基づき、金融取引として会計処理をした資産及び負債

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

土 地 1,335,830千円 1,335,830千円

長期預り金 2,381,722 〃 2,381,722 〃

　５ コミットメントライン

当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末

における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 5,000,000千円

借入実行残高 ― 〃 ― 〃

差引額 3,000,000千円 5,000,000千円
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(損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

売上原価 29,910千円 8,280千円

※２ 他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

販売費及び一般管理費 59,484千円 28,232千円

その他 12,646 〃 18,778 〃

計 72,131千円 47,011千円

※３ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

運賃 1,497,759千円 1,454,903千円

広告宣伝費 2,741,514 〃 1,953,151 〃

販売促進引当金繰入額 18,596 〃 ― 〃

ポイント引当金繰入額 109,941 〃 309,110 〃

役員退職慰労引当金繰入額 11,067 〃 9,632 〃

給料手当及び賞与 8,702,627 〃 7,428,322 〃

法定福利費 1,394,978 〃 1,183,749 〃

減価償却費 219,386 〃 111,346 〃

賃借料 8,420,875 〃 7,838,068 〃

支払管理費 1,872,314 〃 1,776,536 〃

おおよその割合

販売費 89 ％ 88 ％

一般管理費 11 〃 12 〃

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

建物 ―千円 865千円

工具、器具及び備品 37,114 〃 7,309 〃

土地 6,014 〃 3,513 〃

計 43,128千円 11,688千円

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

機械及び装置 ―千円 753千円

工具、器具及び備品 ― 〃 1,574 〃

土地 12,248 〃 50,098 〃

計 12,248千円 52,426千円
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※６ 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

場所 用途 種類 その他
減損損失
(千円)

愛知県知多郡
その他

未利用 土地 遊休資産 708

新宿ショールーム
その他

店舗 建物、備品、その他 ― 296,553

店舗等については、継続して収支を把握している単位で、遊休資産については、当該資産単独で資産のグル

ーピングをしております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗については、資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、また、遊休資産については、土地の時価の下落を考慮し、資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額しております。その結果、それぞれの減少額297,261千円を減損損失として特別損失に計上してお

ります。

減損損失の内訳は、土地708千円、建物等155,432千円、備品141,120千円であります。

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い資産グループの測定

については、不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額を基準としております。

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

場所 用途 種類 その他
減損損失
(千円)

愛知県知多郡
その他

未利用 土地 遊休資産 678

銀座本店
その他

店舗 建物、備品、その他 ― 636,140

本社
その他

事務所、その他 建物、土地、その他 共用資産 895,755

店舗等については、継続して収支を把握している単位で、遊休資産については、当該資産単独で資産のグル

ーピングをしております。

本社等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗及び共用資産については、資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、また、遊休資産については、土地の時価の下落を考慮し、資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額しております。その結果、それぞれの減少額1,532,574千円を減損損失として特別損

失に計上しております。

減損損失の内訳は、土地81,031千円、建物等999,908千円、備品451,634千円であります。

なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、重要性の高い資産グループの測定

については、不動産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額を基準としております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度
期首株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

発行済株式

　普通株式 19,400 ― ― 19,400

合計 19,400 ― ― 19,400

自己株式

　普通株式(注) 864 1,000 ― 1,864

合計 864 1,000 ― 1,864

(注) １ 当期首及び当期末の自己株式数に含まれる信託が保有する自社の株式数

当事業年度期首 104千株 当事業年度期末 104千株

２ 自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,000千株、単元未満株式の買取りによ

る増加０千株であります。

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年３月25日
定時株主総会

普通株式 1,491,197 80.00 平成27年12月31日 平成28年３月28日

(注) 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

平成28年３月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金8,352

千円が含まれております。

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年３月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,411,195 80.00 平成28年12月31日 平成29年３月27日

(注) 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

平成29年３月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金8,352

千円が含まれております。
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当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度
期首株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

発行済株式

　普通株式 19,400 ― ― 19,400

合計 19,400 ― ― 19,400

自己株式

　普通株式(注) 1,864 ― 1,290 574

合計 1,864 ― 1,290 574

(注) １ 当期首及び当期末の自己株式数に含まれる信託が保有する自社の株式数

当事業年度期首 104千株 当事業年度期末 104千株

２ 自己株式の減少は、第三者割当による自己株式の処分による減少であります。

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年３月24日
定時株主総会

普通株式 1,411,195 80.00 平成28年12月31日 平成29年３月27日

(注) 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

平成29年３月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金8,352

千円が含まれております。

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 757,197 40.00 平成29年12月31日 平成30年３月27日

(注) 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

平成30年３月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金4,176

千円が含まれております。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

現金及び預金 3,853,798千円 1,806,785千円

現金及び現金同等物 3,853,798千円 1,806,785千円
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(リース取引関係)

　

　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

１年以内 4,224,866 2,987,976

１年超 7,571,990 3,783,202

合計 11,796,857 6,771,178

(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、余剰資金に関する資金運用については、銀行預金等安全性の高い金融資産に限定し、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、店舗設置等に伴う差入保証金は、顧客及び差入先の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握す

る体制をとっております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定

期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握する体制をとっております。

営業債務である買掛金及び支払手形は、ほとんどが３ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスクに晒されておりま

すが、当社では月次に資金繰計画を作成する方法などにより管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません((注２)をご参照ください。)。

前事業年度(平成28年12月31日)

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 3,853,798 3,853,798 ―

(2)受取手形 30,204 30,204 ―

(3)売掛金 2,496,392 2,496,392 ―

(4)投資有価証券

その他有価証券 5,473,233 5,473,233 ―

(5)差入保証金 5,988,343 5,734,290 △ 254,053

資産計 17,841,973 17,587,919 △ 254,053

(1)支払手形 1,373,318 1,373,318 ―

(2)買掛金 1,824,476 1,824,476 ―

負債計 3,197,794 3,197,794 ―

　

当事業年度(平成29年12月31日)

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 1,806,785 1,806,785 ―

(2)受取手形 50,061 50,061 ―

(3)売掛金 2,341,641 2,341,641 ―

(4)投資有価証券

その他有価証券 2,713,031 2,713,031 ―

(5)差入保証金 5,205,942 5,028,630 △ 177,311

資産計 12,117,462 11,940,150 △ 177,311

(1)支払手形 876,351 876,351 ―

(2)買掛金 1,499,277 1,499,277 ―

負債計 2,375,628 2,375,628 ―

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金 (2)受取手形 (3)売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

(5)差入保証金

これらの時価について、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する差入先の信用リスクを加味した

利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。なお、「貸借対照表計上額」及び「時価」には、

保証金の回収が最終的に見込めないと認められる部分の金額(前事業年度未償却残高154,436千円、当事業

年度未償却残高571千円)が含まれております。

負債

(1)支払手形 (2)買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：千円)

区分
前事業年度

(平成28年12月31日)
当事業年度

(平成29年12月31日)

非上場株式(※１) 40,750 40,000

関係会社株式(※２) 97,000 98,000

長期預り金(※２) 2,381,722 2,381,722

　(※１)上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(4)投資有価証券」には含めておりません。

　(※２)上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

上表には含めておりません。

(注３)金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成28年12月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金

　預金 3,838,325 ― ― ―

受取手形 30,204 ― ― ―

売掛金 2,496,392 ― ― ―

差入保証金 628,090 990,138 3,435,511 934,603

合計 6,993,012 990,138 3,435,511 934,603

当事業年度(平成29年12月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金

　預金 1,789,073 ― ― ―

受取手形 50,061 ― ― ―

売掛金 2,341,641 ― ― ―

差入保証金 207,833 2,544,676 1,579,002 874,430

合計 4,388,609 2,544,676 1,579,002 874,430
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

前事業年度(平成28年12月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株式 5,473,233 2,818,450 2,654,783

小計 5,473,233 2,818,450 2,654,783

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 5,473,233 2,818,450 2,654,783

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額40,750千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上記の金額には含めておりません。

当事業年度(平成29年12月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株式 2,713,031 1,126,455 1,586,575

小計 2,713,031 1,126,455 1,586,575

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 2,713,031 1,126,455 1,586,575

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額40,000千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上記の金額には含めておりません。

２ 売却したその他有価証券

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

区分 売却額(千円)
売却益の合計額

(千円)
売却損の合計額

(千円)

　株式 700,968 417,698 ―

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

区分 売却額(千円)
売却益の合計額

(千円)
売却損の合計額

(千円)

　株式 2,821,595 1,128,850 ―
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(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出制度を採用しております。

２ 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度204,294千円、当事業年度193,153千円であります。

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成28年12月31日)

当事業年度
(平成29年12月31日)

繰延税金資産(流動)

未払事業税 19,554千円 30,603千円

ポイント引当金 33,927 〃 95,391 〃

未払事業所税 38,570 〃 35,315 〃

たな卸資産評価損 219,288 〃 221,823 〃

その他 32,754 〃 15,088 〃

小計 344,095千円 398,223千円

評価性引当額 △ 344,095千円 △ 398,223千円

合計 ―千円 ―千円

繰延税金資産(固定)

一括償却資産償却超過額 11,369千円 6,949千円

ゴルフ会員権等評価損 54,717 〃 39,428 〃

土地建物等減損損失 325,605 〃 484,885 〃

投資有価証券評価損 99,087 〃 83,419 〃

役員退職慰労引当金 152,090 〃 153,322 〃

資産除去債務 107,521 〃 110,225 〃

事業構造改善引当金 ― 〃 436,883 〃

繰越欠損金 1,075,784 〃 2,601,530 〃

長期預り金 342,605 〃 342,605 〃

その他 141,470 〃 232,148 〃

小計 2,310,252千円 4,491,400千円

評価性引当額 △ 2,310,252千円 △ 4,491,400千円

合計 ―千円 ―千円

繰延税金負債(固定)との相殺 ―千円 ―千円

繰延税金資産(固定)の純額 ―千円 ―千円

繰延税金負債(固定)

その他有価証券評価差額金 △ 722,098千円 △ 410,234千円

資産除去債務に対応する除去費用 △ 1,168 〃 △ 690 〃

合計 △ 723,267千円 △ 410,924千円

繰延税金資産(固定)との相殺 ―千円 ―千円

繰延税金負債(固定)の純額 △ 723,267千円 △ 410,924千円

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、差異原因の項目別内訳の記載を省略してお

ります。
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(資産除去債務関係)

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

店舗建物等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復費用等について資産除去債務を計上しております。

ただし、退去時における原状回復費用等の見積り額が保証金の額を超えない物件に関しては、資産除去債務の計

上に代えて、不動産賃貸借契約に関する保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、

そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から11～42年と見積り、割引率は当該期間に対応する国債の利回りを使用して資産除去債務

の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

期首残高 345,962千円 351,147千円

時の経過による調整額 5,184 〃 5,225 〃

その他増減額(△は減少) ― 〃 3,607 〃

期末残高 351,147千円 359,979千円

また、資産除去債務の計上に代えて保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そ

のうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっているもののうち、保証金の回収が最終的に見

込めないと認められる金額の増減は以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

期首残高 138,352千円 154,436千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 80,985 〃 183,258 〃

その他増減額(△は減少) △ 64,901 〃 △ 337,123 〃

期末残高 154,436千円 571千円
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(賃貸等不動産関係)

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の店舗等(土地を含む。)及び遊休不動産を有しております。

前事業年度における当該賃貸等不動産に関する損益は38,877千円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価

に計上)、減損損失は708千円(特別損失に計上)であります。

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する損益は25,165千円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価

に計上)、減損損失は678千円(特別損失に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

貸借対照表計上額

期首残高 546,789 510,352

期中増減額 △ 36,437 △ 272,139

期末残高 510,352 238,212

期末時価 796,531 512,992

(注) １ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額のうち、前事業年度の主な減少額は減価償却(7,502千円)、減損損失(708千円)及び土地の売却

(28,227千円)であります。当事業年度の主な減少額は減価償却(6,734千円)、減損損失(678千円)及び建物・

土地の売却(264,725千円)であります。

３ 時価の算定方法

　 主として、固定資産税評価額等を基準に算定しております。

(持分法損益等)

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年03月26日 13時56分 57ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 54 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載を省略し

ております。

【関連情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２ 地域ごとの情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2)有形固定資産

　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先

がありませんので、記載を省略しております。

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２ 地域ごとの情報

(1)売上高

　 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2)有形固定資産

　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先

がありませんので、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

当社の報告セグメントは、家具販売事業のみであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前事業年度(自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
近親者

大塚 勝久 ― ―
元当社代表

取締役会長
― 土地の賃貸 土地の賃貸 1,080

受入
保証金

37,000

(注) １ 土地の賃貸(平成12年６月30日から)については、近隣の取引実勢に基づいて賃貸料金額を決定しておりま

す。また、５年毎に改定を検討する事としております。

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。

当事業年度(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の
近親者

大塚 勝久 ― ―
元当社代表

取締役会長
― 土地の賃貸 土地の賃貸 1,080

受入
保証金

37,000

(注) １ 土地の賃貸(平成12年６月30日から)については、近隣の取引実勢に基づいて賃貸料金額を決定しておりま

す。また、５年毎に改定を検討する事としております。

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり純資産額 1,484.08円 937.46円

１株当たり当期純損失(△) △ 257.10円 △ 410.62円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純損失(△)

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純損失(△)の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前事業年度104千株、当事業

年度104千株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前事業年度104

千株、当事業年度104千株であります。

３ １株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当事業年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

当期純損失(△)(千円) △ 4,567,104 △ 7,259,930

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △ 4,567,104 △ 7,259,930

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,764 17,680

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額

又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 3,559,295 41,583 391,853
(333,462)

3,209,025 2,767,041 52,923 441,983

　構築物 103,461 ― 44,273
(18,049)

59,187 58,299 1,188 888

　機械及び装置 32,091 ― 29,918
(787)

2,172 2,144 290 28

　車両運搬具 54,147 ― 31,064
(41)

23,083 23,083 25 ―

　工具、器具及び備品 2,030,904 54,613 620,585
(451,634)

1,464,931 1,450,942 39,835 13,989

　土地 2,414,213 286,000 342,254
(81,031)

2,357,959 ― ― 2,357,959

　リース資産 ― 18,795 18,482
(18,482)

313 313 313 ―

　建設仮勘定 ― 14,090 14,090 ― ― ― ―

有形固定資産計 8,194,114 415,082 1,492,522
(903,489)

7,116,674 4,301,824 94,577 2,814,849

無形固定資産

　ソフトウエア ― ― ― 448,570 448,570 26,253 ―

　その他 ― ― ― 8,633 8,633 809 ―

無形固定資産計 ― ― ― 457,203 457,203 27,062 ―

(注) １ 無形固定資産については、資産総額の１％以下でありますので、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略しております。

２ 有形固定資産のうち賃貸収入に対応する当期償却額8,428千円を売上原価に計上しております。

３ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 1,600 ― ― ― 1,600

販売促進引当金 38,574 ― 13,451 303 24,819

ポイント引当金 109,941 309,110 109,941 ― 309,110

役員退職慰労引当金 496,703 9,632 5,609 ― 500,726

事業構造改善引当金 ― 1,690,047 269,747 ― 1,420,299

(注) 販売促進引当金の「当期減少額(その他)」は、見積り額の減少による取崩しによるものであります。

【資産除去債務明細表】

　明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されている為、記載を省略して

おります。

(2) 【主な資産及び負債の内容】

〔1〕資産の部

(1) 流動資産

(イ)現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 17,712

預金の種類

　当座預金 662,788

　普通預金 1,116,343

　別段預金 9,940

小計 1,789,073

合計 1,806,785

　

(ロ)受取手形

相手先別内訳 期日別内訳

内訳 金額(千円) 内訳 金額(千円)

㈱JTB商事 33,807 平成30年１月満期 25,778

㈱ジャックス 9,559 平成30年２月満期 22,889

㈱LIXIL 2,354 平成30年３月満期 1,394

日本建設㈱ 1,860

㈱イリア 1,400

その他 1,080

合計 50,061 合計 50,061
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(ハ)売掛金

① 相手先別内訳

内訳 金額(千円)

㈱ジェーシービー 458,034

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc. 391,147

三菱UFJニコス㈱ 292,747

三井住友カード㈱ 241,536

三井住友トラストクラブ㈱ 141,283

その他 816,891

合計 2,341,641

　

② 回収状況及び滞留状況

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
×365日÷(Ｂ)

２

2,496,392 30,587,721 30,742,472 2,341,641 92.9 28.9

(注) 掛売上高以外の売上高は除いているため、当期発生高と損益計算書の当期売上高とは一致しておりません。

　

(ニ)商品

内訳 金額(千円)

収納家具 642,250

和家具 454,282

応接 3,082,194

リビングボード 968,417

学習・事務 316,678

ダイニング 2,212,199

ジュータン・カーテン 950,321

寝具 1,504,956

電気・住器 990,939

単品 272,399

リトグラフ・絵画 717,648

その他 758,951

合計 12,871,240
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(2) 固定資産

(イ)投資有価証券

内訳 金額(千円)

㈱西武ホールディングス 1,159,264

㈱帝国ホテル 792,780

㈱三井住友フィナンシャルグループ 204,456

㈱みずほフィナンシャルグループ 150,075

オーデリック㈱ 144,000

その他 302,455

合計 2,753,031

　

(ロ)差入保証金

内訳 金額(千円)

店舗保証金 4,746,559

物流施設保証金 457,178

その他 3,379

合計 5,207,116

〔2〕負債の部

(1) 流動負債

(イ)支払手形

相手先別内訳 期日別内訳

内訳 金額(千円) 内訳 金額(千円)

ワタリジャパン㈱ 314,514 平成30年１月満期 344,768

フランスベッド㈱ 154,471 平成30年２月満期 291,664

起立木工㈱ 65,131 平成30年３月満期 239,917

㈱電通 56,902

ダイオープリンティング㈱ 49,545

その他 235,785

合計 876,351 合計 876,351
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(ロ)買掛金

内訳 金額(千円)

ワタリジャパン㈱ 61,418

フランスベッド㈱ 54,562

みよ建築デザイン工房 47,891

シモンズ㈱ 46,404

Rolf Benz AG & Co.KG 41,845

その他 1,247,159

合計 1,499,277

　

(ハ)前受金

内訳 金額(千円)

家具販売 1,529,861

合計 1,529,861

(ニ)長期預り金

内訳 金額(千円)

金融取引として会計処理をした長期預り金 2,381,722

合計 2,381,722

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 10,218,438 21,380,010 31,235,455 41,079,837

税引前四半期(当期)純損失(△) (千円) △ 811,420 △ 4,551,906 △ 5,826,296 △ 7,229,876

四半期(当期)純損失(△) (千円) △ 818,955 △ 4,567,799 △ 5,847,138 △ 7,259,930

１株当たり四半期(当期)純損失(△) (円) △ 46.70 △ 260.49 △ 333.44 △ 410.62

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失(△) (円) △ 46.70 △ 213.79 △ 72.96 △ 78.01
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

　 取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

　 株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社

　 取次所 ―

　 買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載URL http://www.idc-otsuka.jp/company/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得請

求する権利、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに
有価証券報告書の確認書

事業年度
(第46期)

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

平成29年３月24日
関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 事業年度
(第46期)

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

平成29年３月24日
関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び四半期報告書の確認書 第47期
第１四半期

自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

平成29年５月10日
関東財務局長に提出。

第47期
第２四半期

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

平成29年８月９日
関東財務局長に提出。

第47期
第３四半期

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

平成29年11月８日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号(提出会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フロー
の状況に著しい影響を与える事象)の規
定に基づく臨時報告書

平成29年８月９日
関東財務局長に提出。

(5) 有価証券届出書及びその添付書類 第三者割当による自己株式処分 平成29年11月６日
関東財務局長に提出。

(6) 有価証券届出書の訂正届出書 訂正届出書(上記(5)有価証券届出書の
訂正届出書(平成29年11月６日提出分))

平成29年11月８日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成30年３月26日

株式会社 大 塚 家 具

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 明 典 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 山 宗 武 ㊞

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大塚家具の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社大塚家具の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社大塚家具の平成29年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、株式会社大塚家具が平成29年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年３月26日

【会社名】 株式会社大塚家具

【英訳名】 OTSUKA KAGU, LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 塚 久美子

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 東京都江東区有明三丁目６番11号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

当社代表取締役社長大塚久美子は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計

審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に

関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統

制を整備・運用しております。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成29年12月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。

本評価においては、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制(全社的な内部統制)の評価を行った上で、その結

果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価においては、選定された

業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点に

ついて整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定い

たしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、全

社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、会社全体を単一の事業拠点と捉え、企業の事業目的に大きく

関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としております。さらに、重要

な虚偽記載の発生の可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を

行っている業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追

加しております。

３ 【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日である平成29年12月31日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効

であると判断いたしました。

４ 【付記事項】

該当事項はありません。

５ 【特記事項】

該当事項はありません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年３月26日

【会社名】 株式会社大塚家具

【英訳名】 OTSUKA KAGU, LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 塚 久美子

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 東京都江東区有明三丁目６番11号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長大塚久美子は、当社の第47期(自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日)の有価証券報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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